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福福山山市市ににおおけけるる主主なな入入札札制制度度等等のの改改善善経経過過
[[11999977 年年度度（（平平成成99 年年度度））～～22001122 年年度度（（平平成成 2244 年年度度））]]

１ 1997 年度（平成 9 年度）[4 月 1 日]

（1）条件付一般競争入札の導入
設計金額 10 億円以上の工事を対象

（2）公募型指名競争入札の試行
原則として、設計金額１億 5,000 万円以上 10 億円未満を対象

（3）工事完成保証人制度の廃止と履行ボンドの導入
（4）談合情報対応マニュアルの改正

２ 1998 年度（平成 10 年度）

（1） 7 月 1 日
①低入札価格調査制度の導入
②入札回数の見直し

3 回までを 2 回までに変更（随意契約における見積回数は３回とする）
③随意契約結果の公表

建設工事 1,000 万円以上，測量及び建設コンサルタント等業務 300 万円以上及び
地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 6 号（不落随契）の規定によるものを対象

（2） 9 月 1 日

公共工事コスト縮減に関する行動計画を策定
（3） 10 月 1 日

発注予定建設工事情報の事前公表の試行（条件付一般競争入札及び公募型指名競争入
札を対象）

３ 1999 年度（平成 11 年度）[6 月 1 日]
（1） 公募型指名競争入札の導入

設計金額 1 億 5,000 万円以上 10 億円未満を対象

（2） 低入札価格調査制度対象工事の見直し
設計金額 2,500 万円以上（建築一式工事 5,000 万円以上）を対象

（3） 予定価格の事後公表の実施
入札対象物件の全部及び随意契約については，建設工事 1,000 万円以上，測量及び建

設コンサルタント等業務 300 万円以上及び地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 6
号（不落随契）の規定によるものを対象

（4） 発注予定建設工事情報の事前公表の導入
条件付一般競争入札及び公募型指名競争入札を対象

（5） 建築・設備工事数量公開を全数量に拡大
（6） 特定建設工事共同企業体の第３位業者の出資比率を原則として２０％以上

４ 2000 年度（平成 12 年度）
（1） 7 月 1 日

①建設工事認定業者の等級の公表
②共同企業体に対する契約保証金の免除の撤廃
③建設工事の前払金の限度額の撤廃

（2） 10 月 10 日
建設工事等入札参加資格再認定取扱要領の制定

５ 2001 年度（平成 13 年度）［7 月 1 日］
（1）予定価格の事前公表の試行（対象工事 設計金額が 5,000 万円以上の工事）
（2）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の施行に伴う関係情報の公表

・発注見通しに関する事項（インターネットでも公表）
・入札に参加する者に必要な資格及び当該資格を有する者の名簿

・指名競争入札参加者の指名基準
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・予定価格が 250 万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超える工事（以下「対象工
事」という。）に係る一般競争入札参加資格を更に定めた場合の当該資格及び当該入札
に参加しようとした者の商号並びに当該入札に参加させなかった者の商号及びその理

由
・指名業者の商号等及び指名理由
・入札結果
・対象工事に係る契約（随意契約を含む。）の内容
・対象工事に係る随意契約を行った場合における契約の相手方を選定した理由
・対象工事に係る契約の内容の変更

６ 2002 年度（平成 14 年度）

（1） 7 月 1 日
①予定価格の事前公表の拡大試行（対象工事 設計金額が 130 万円以上の工事）
②すべての業務委託の入札分に係る予定価格の事後公表の実施
③入札談合等に関する契約解除及び損害賠償の予定を契約約款に追加
④入札違約金制度の導入（福山市契約規則の改正）
⑤福山市建設工事等指名除外基準要綱に暴力的不法行為等の規定を整備

（2） 12 月 16 日
①低価格入札者を落札者としない場合の審査基準の改正

②入札に係る入札説明書，現場説明会の廃止
③仕様書閲覧方法を変更（指定日→指定日及び指定時間，閲覧部数２部→３部）
④工事費内訳書提出の義務づけ（設計金額 1,000 万円以上の建設工事の入札）

７ 2003 年度（平成 15 年度）
（1） 4 月 1 日

①福山市建設工事等指名除外基準要綱の改正（暴力的不法行為に係る措置要件・期間の強
化）

②福山市発注工事における下請負の制限基準の制定
（2） 5 月 15 日

請負代金代理受領に係る承認基準の制定
（3） 6 月 20 日

談合情報対応マニュアルの改正（談合情報に係る信憑性の判断基準を明確化）
（4） 7 月 1 日

福山市入札監視委員会の設置
・福山市入札監視委員会設置要綱の制定

・福山市入札監視委員会運営要領の制定
（5） 9 月 1 日

①建設工事における暴力団等による不当介入対応マニュアルの制定
②暴力団等の関与時における契約解除及び損害金徴収に係る規定を約款に追加

８ 2004 年度（平成 16 年度）
（1） 7 月 30 日

契約課ホームページの開設「公共工事等契約関連情報」

（2） 11 月 15 日
電子入札等システムを使用した入札参加資格審査申請の試行（2005 年度・2006 年度の

建設工事，測量及び建設コンサルタント等業務の入札参加資格審査申請において，広島県外に

本店を有する者について電子による申請を試行）

（3） 2005 年 3 月 16 日
電子入札等システムを使用した電子模擬入札の実施（入札参加希望者のシステム操作方法の

習得，電子入札等システムへの利用者登録の促進を目的に｢仮想案件による電子模擬入札｣を実

施（30 件））
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９ 2005 年度（平成 17 年度）［４月１日］

（1） 電子入札等システムの試行
①入札参加資格審査申請

2005 年度（平成 17 年度）・2006 年度（平成 18 年度）の建設工事，測量及び建設コ

ンサルタント等業務の入札参加資格審査の追加申請において，すべての申請者について電子

による申請を試行

②入札
条件付一般競争入札，公募型指名競争入札に付する建設工事及び指名競争入札に付す

る設計金額 2,500 万円以上の建設工事並びに設計金額 1,000 万円以上の測量及び建
設コンサルタント等業務の中から選定

（2） 公募型指名競争入札の拡大試行

設計金額１億 5,000 万円以上 10 億円未満の建設工事で実施している公募型指名競争
入札を，建築一式工事については，7,500 万円以上，その他の工事については，5,000
万円以上に拡大して試行

（3） 設計図書等の販売
条件付一般競争入札及び公募型指名競争入札の対象工事に係る設計図書等の確認方法

を従来の閲覧・貸出方式から複写業者での販売へ変更
（4） 福山市建設工事等指名除外基準要綱の一部改正

入札妨害，談合，贈賄，独占禁止法違反行為などの不正行為に対するペナルティを強化

１０ 2006 年度（平成 18 年度）［４月１日］

（1） 電子入札等システムの試行
①入札参加資格審査申請

2007 年度（平成 19 年度）・2008 年度（平成 20 年度）の建設工事，測量及び建設

コンサルタント等業務の入札参加資格審査の申請において，すべての申請者について電子

による申請を試行

②入札

条件付一般競争入札，公募型指名競争入札に付する建設工事及び指名競争入札に付
する設計金額 500 万円以上の建設工事並びに設計金額 200 万円以上の測量及び建設
コンサルタント等業務で市が選定した指名業者のうち電子入札等システムの利用登録
者が 1 者以上ある案件で試行

③本格導入の時期
2007 年度（平成 19 年度）を目標とし，2008 年度（平成 20 年度）からは，原

則，書面入札は認めないこととする｡
（2） 公募型指名競争入札の拡大試行

建築一式工事については，設計金額 7,500 万円以上（その他の工事については，設計
金額 5,000 万円以上）10 億円未満で試行している公募型指名競争入札を，設計金額
1,500 万円以上１０億円未満のものに拡大して試行する｡

（3） 設計図書等の閲覧の廃止
条件付一般競争入札及び公募型指名競争入札の対象工事について実施している指定複

写業者での販売による設計図書等の確認方法を指名競争入札においても実施し，従来の閲
覧による確認方法を廃止する｡ また，設計図書等の一部を電子化し，インターネット上で
確認できるようにする｡

（4） 工事成績の反映
前年度における工事成績評定点の平均値により，優秀な者は， 表彰を行い，平均値が

標準に満たない者については，一定期間入札に指名又は参加できない期間を設ける｡
（5） 談合情報対応マニュアルの一部改正

談合情報があった場合において，聴き取り調査等の結果，明らかに談合の事実があったとは，

認定できないが，談合の疑いが払拭できない場合に，当該入札を無効とすることができる規

定を設ける。
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１１ 200７年度（平成 19 年度）［４月１日］

（1） 電子入札等システムの試行
①対象

入札に付するすべての建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務で試行
②書面入札の制限

等級格付のある業種の認定を受けている者のうち最下位等級に属する者，等級格付の
ない業種の認定を受けている者及び測量及び建設コンサルタント等業務の者は書面入札
を認める。なお，2008 年度（平成 20 年度）からは，原則，書面入札は認めないこと
とする｡

（2） 条件付一般競争入札の拡大の試行
設計金額 10 億円以上で行っている条件付一般競争入札を，設計金額 1,000 万円以上の

ものに拡大する｡なお，公募型指名競争入札は廃止する。
（3） 最低制限価格制度への一元化

入札に付するすべての建設工事について，最低制限価格を設定する。最低制限価格は，
市が積算した工事費の内訳である積上計上分の80%と率計上分の40%の額を合計した額
を基に，開札時に電子計算機により算出する｡

なお，低入札価格調査制度は廃止する。
（4） 測量及び建設コンサルタント等業務の予定価格の事前公表の試行

１２ 200８年度（平成 20 年度）［４月１日］

（1）条件付一般競争入札の全面実施
設計金額 1 千万円以上で行っている条件付一般競争入札を，入札に付するすべての建設

工事の入札において実施する｡
（2）電子入札等システムの完全実施

入札に付するすべての建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務で実施することと
し，原則，書面による入札は認めない｡

（3） 最低制限価格制度の見直し

入札に付する建設工事の最低制限価格は，市が積算した工事費の内訳である積上計上分
の80%と率計上分の65%の額を合計した額を基に，開札時に電子計算機により算出する｡

１３ 2009 年度（平成 21 年度）［４月１日］

（1）地域要件の設定
福山市の市域を３地域に分割し，その地域内の工事は，その地域内に本店を有する者に

発注する。
①対象工事

設計金額 1,000 万円未満の土木一式工事，舗装工事及びとび・土工・コンクリート
工事（建築物の解体工事やグラウト工事など特殊なものを除く。）

②地域要件
第１地域（駅家町，芦田町，加茂町，山野町，新市町，神辺町）
第２地域（芦田川より西地域（走島町を含む。））
第３地域（芦田川より東地域（草戸町を含む。））

（2）上位等級から入札参加できる特例措置
土木一式工事，建築一式工事，電気工事，管工事，舗装工事及び水道施設工事の６業種

については，次の場合に限り，上位等級から入札に参加できることとする。
① 災害時の緊急時，本市からの指示により対応可能な者が仮復旧工事を行い，後日当該

施工場所において本格的な復旧工事を行う場合
② 工事施工場所と同町内に本店を有する場合

（3）入札参加要件の設定
経営事項審査における業種ごとの年間平均完成工事高が，当該工事の予定価格以上であ

ることを条件付一般競争入札の基本的な入札参加要件とする。
対象工事は，土木一式工事及び建築一式工事を除く２６業種の工事。
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（4）最低制限価格制度の見直し
工事の種類に応じて，直接工事費，共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等にそれぞ

れ定める一定の割合を乗じ，合計した額を基に，開札時に電子計算機により 0％から 1％

の範囲で自動調整し算出する｡
（5）建設工事の条件付一般競争入札の落札決定手続の変更

入札公告に定める資格要件の審査を開札後に行う「事後審査方式」に変更する。
落札となるべき同価の入札があるときは，「電子くじ」によるくじ引きを行う。

（6）測量・建設コンサルタント等業務の格付
対象業務は，「測量業務」，「土木関係建設コンサルタント業務」，「建築関係建設コンサ

ルタント業務」，「地質調査業務」及び「補償関係コンサルタント業務」。

［３月１０日］

（１）建設工事の最低制限価格制度の見直し
工事費の内訳のうち，現場管理費に乗ずる割合を 60％から 70％に改める。なお，算

出された最低制限価格が，予定価格 90％を超える場合は，予定価格の 90％を最低制限
価格とする。

（２）地域要件を設定する対象工事の拡大
地域要件を設定している工事の設計金額を，1,000 万円未満から 1,500 万円未満に

改め，対象工事を拡大する。

（３）同一施工場所における工事の落札制限
２つ以上の工事に分割して発注する場合には，１つの工事の落札者は他の工事の落札者

になれないものとする。
（４）その他業務における最低制限価格制度の試行

①対象業務
・街路樹等の維持管理業務，公園等の除草清掃業務，公園等の剪定業務
・道路等の除草業務
・町内清掃土等収集運搬業務

②設定方法
予定価格の 70％の額とする。

（５）緊急経済対策分に係る工事の落札制限
緊急経済対策分に係る工事について，建設業者の受注機会の拡大するため，設計金額

1,000 万円以上の緊急経済対策工事の落札者は，その他の 1,000 万円以上の緊急経済対
策工事の落札者になれないものとする。

（６）測量，建設コンサルタント等業務について
①最低制限価格制度の試行

業務の種類に応じて，直接測量費，測量調査費，直接人件費及び諸経費等にそれぞれ
定める一定の割合を乗じ，合計した額を基に，開札時に電子計算機により 0％から 1％
の範囲で自動調整し算出する｡

②条件付一般競争入札の試行
設計金額 300 万円以上の測量，建設コンサルタント等業務

１４ 2011 年度（平成 23 年度）[４月１日]
（１）地域要件を設定する対象工事の改正

①対象工事
設計金額が 1,500 万円未満の工事を対象としていたものを設計金額 2,500 万円未満
の工事に改め，設計金額 1,000 万円未満の工事は市域を６地域に分割する。

②地域要件
地域区分は福山市立小学校の通学区域を基本とする。

第１地域 Ａ地域：駅家，駅家東，駅家西，服部，宜山，有磨，福相，常金丸，
網引，新市，戸手

Ｂ地域：加茂，広瀬，山野，神辺，竹尋，御野，湯田，中条，道上
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第２地域 Ｃ地域：神村，本郷，東村，今津，松永，柳津，金江，藤江，能登原，
千年，常石，山南，内浦，内海

Ｄ地域：泉，山手，津之郷，赤坂，瀬戸，熊野，水呑，高島，鞆，走島，

明王台
第３地域 Ｅ地域：手城，深津，引野，蔵王，大津野，坪生，春日，伊勢丘，旭丘，

緑丘，長浜，西深津，野々浜，日吉台，幕山，大谷台
Ｆ地域：東，西，南，霞，川口，樹徳，旭，光，千田，御幸，箕島，曙，

新涯，多治米，桜丘，久松台，川口東
（２）上位等級から入札参加できる特例措置の改正

上位等級から入札参加できる特例措置のうち，工事施工場所と同町内に本店を有する
場合を福山市立小学校の通学区域に本店を有する場合に改める。

（３）受注件数の制限（総合評価方式によるものを除く。）
①設計金額 2,500 万円以上の同種の工事について，同一年度における受注件数は，１業

者５件までとする。
②共同企業体による同種の工事について，同一年度における各構成員の受注件数は，１

業者１件までとする。

１５ 2012 年度（平成 24 年度）[４月１日]
（１）建設工事の最低制限価格制度の見直し

工事費の内訳のうち，現場管理費に乗ずる割合を 70％から 80％に改める。なお，算
出された基準価格が予定価格の 90％を超える場合は，予定価格の 90％を基準価格とし，
算定式により設定されたものを最低制限価格とする。

（２）入札参加資格要件の見直し
設計金額が 2,500 万円以上１億５千万円未満の土木一式工事のうち，道路改良工事並

びに下水道及び集落排水の本管埋設工事（開削・小口径管推進）については，対象工事
と同種の工事で一定の契約金額（当該工事の予定価格の 80％）以上の元請としての施
工実績（直近 15 年以内の実績）を求める。

（３）舗装工事の対応について
設計金額 1,000 万円以上の舗装工事について，原則総合評価方式による入札とする。

（４）工事成績条件付一般競争入札の試行
①対象工事

設計金額 1,000 万円以上の工事を対象とし，その中から選定する。
②入札参加資格要件

本市（上下水道局を含む。）が発注した工事のうち，過去３か年度内に完成・引渡が完
了した最終契約金額が 500 万円以上の工事で，当該工種に係る工事成績の平均点が別

に定めるもの以上であることを入札参加要件とする。
（５）測量，建設コンサルタント等業務の最低制限価格制度の見直し

業務の種類に応じて，諸経費，技術料等経費，技術経費，間接調査費，解析等調査業
務費に乗じる割合を改める｡

（６）公園の剪定除草等業務について
①条件付一般競争入札の試行

公園の剪定除草等業務における入札参加者の資格認定制度を設け，条件付一般競争入
札を試行する。

②最低制限価格制度の見直し
直接業務費，共通仮設費（安全費の積上分）及び諸経費の 40％を合計し算出した基
準価格を基に，開札時に電子計算機により0％から1％の範囲で自動調整し算出する。

（７）全者が最低制限価格を下回った場合の対応について
建設工事及び測量，建設コンサルタント等業務の開札の結果，電子計算機が決定した

最低制限価格を全者が下回った場合は，許容範囲を０％とした額を最低制限価格とし，
落札者を決定する。


